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研究成果の概要： 
 

国際裁判判決の最も重要な法的効力である「既判力」の意義を明らかにした。特に、判決の

終結性を確保する点で紛争の最終的解決を齎す一方で、手続的正義を極端に推し進める機能を

有する点で問題点があることを指摘した。 
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１．研究開始当初の背景 
 

本研究に至るまでに、国際裁判の判決効に
ついて研究してきた。特に、判決に対する不
服申立手続の分析を行ってきた（判決解釈手
続、判決再審手続、判決の無効確認手続）。
この研究を通じて、いずれの場合にも問題と
なるのが、判決の法的効果である既判力であ
った。そこで、各種手続を包括的に分析する
ための概念構築として、既判力原則に注目し
た。また、国際裁判の判例分析を中心とした

従来の研究手法に対しては、理論的研究の必
要性を感じていたため、国内の民事訴訟法学
の蓄積と法哲学（正義論）を踏まえた理論構
築を目指した。特に、既判力原則に関しては、
国内の民事訴訟法の蓄積が大きく、判例も理
論も十分に発達しているため、これを参照し
た。 
さらに、近年は国際司法裁判所においても

判断矛盾という厄介な現象が生じており（国
際裁判間の判断矛盾だけでなく、国際司法裁
判所の判決の間においても矛盾が生じてい
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る）、この点を解明するためにも、既判力原
則の射程を特定することが優先的に必要と
されていた。そのため、既判力原則の研究に
関しては、理論上の必要性と実践上の必要性
がともに高かったということができる。 
 

 

２．研究の目的 
 

国際裁判判決の既判力は拘束力と終結性
の複合的効果として説明されてきたが、その
具体的な適用基準や判決効の射程に関して
は、従来の議論は深まっていなかった。そこ
で、国際判例を（仲裁判例に）遡ることによ
り、判例上で形成されてきた既判力原則の内
容を明らかにすることを目的とした。 

他方で、国内訴訟法では理論的研究が進ん
でいるため、これを取り入れるために、民事
訴訟法理論の分析を同時に進めた。 

また、近年は国際裁判においても既判力原
則を駆使した司法推論が多用されるように
なってきたため、最新の判例をも説明し得る
理論的分析を行うことを目的とした。 

 

 

３．研究の方法 
 
 原則的に実証主義的手法に則り、判例分析
を中心に行ったが、根本的な問題として、法
実証主義自体が抱える問題（合法主義）が既
判力原則の根源に控えていることに思い至
り、修正自然法理論を参考にした法理論的ア
プローチを試みた。特に、手続的正義論の分
析手法に関しては、国内の民事訴訟法学の蓄
積を参考にしつつ、法哲学分野の研究も参照
した。他方で、国際裁判の判例分析に関して
は、従来の推論研究を基本としつつ、当事国
の口頭陳述内容を詳細に分析することによ
って訴訟の背景も含めた全体的な把握に努
めた。 
 
 
４．研究成果 
 

国際法学会 2007年度春季大会において「国
際裁判における既判力原則」と題する報告を
行い、学会誌（国際法外交雑誌）にてその内
容を公表した。同時に、国際判例の分析を行
い、実証的な研究の裏づけとした。さらに、
国際投資法分野においては、損害賠償類型論
を検討し、違法行為類型に関する類型化を試
みた。 

近年、国際司法裁判所の推論には特殊性が
顕著になっており、特に既判力原則を中心と
した言説が多く見られるようになった。この
点を明らかにするために、ジェノサイド防止

義務に関して学会報告（フランス国際法研究
ネットワーク）を行った。 
 以上の点について、具体的には、本研究で
は既判力原則が裁判正義論の中でも中枢的
な位置づけを有することを明らかにした。す
なわち、裁判は「正しいから解決である」で
はなく、「解決されたから正しい」という論
理構造を内包するものとして機能している。
この点は、従来の判例中心的な国際裁判論か
らは出てこない結論であり、国際裁判研究上
も大きな成果であると考えている。また、海
外の国際裁判研究では、実証研究（判例分析）
と理論研究（推論分析）が乖離してしまって
いるが、この点を折衷して両者を同時に分析
する視点を提供している点で、本研究には高
い意義があると考える。 
 なお、今後の裁判研究との関係では、推論
研究の前提になるとともに、裁判正義論の中
でも骨格となる位置づけを有する。さらに、
国際裁判における判決効を総括するための
研究においても中心的な位置づけを有する。 
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